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１.検討条件 

 

（１）基本的な考え方（想定条件） 

・（仮称）本郷パークの管理運営の対象物は、公園（屋外）と建築施設とし、一体的に管理運

営を行うものとする。 

・管理運営は、公園（屋外）は、1年を通じて終日、利用可能とするが、建築施設は、週 6

日、10 時から 19 時までの営業を想定する。 

・管理運営の体制は、これまでの検討を踏まえ、基本的に「指定管理者制度」の活用を想定す

る。町と指定管理事業者間で協定等を締結し、町は、事業者に所定の維持管理費等を支払う

ものと想定する。ただし、費用の比較用として、「維持管理の業務委託」（収益事業は行わな

い）の場合も想定する。 

・「指指定管理事業者」は、その協定の範囲内で、施設運営のための自主事業（収益事業）を行

い、収益を得ることができるものと想定する。 

・施設を活用した、町が主体となった公共的なイベント等事業も考えられるが、その場合には

実費が、支払われるもとの想定し、試算の対象とはしない。 

 

●管理運営に関わる概算費用の試算の条件 

項目 試算対象 備考 

1）維持管理費 ①公園（屋外）の維持管理費 

・植栽管理（草刈り、剪定等）、清掃・美化

活動、遊具等の点検・修繕、設備の運

転・維持費（光熱費）等 

 

・10000 ㎡として試算 

②建築物の維持管理費 

・以下のＡ、Ｂ，Ｃを想定 

Ａ：人件費：日常管理・受付・清掃、状況

報告等 

Ｂ：事務費：事務消耗品費、通信運搬費、

事務雑費等（上記スタッフの活動に伴い

発生する経費） 

Ｃ：事業費：光熱費、事業消耗品費、保険

料等 

 

・1000 ㎡として試算 

2）施設運営費 ①運営事業による収益 

※事業のための支出と収入があり、＜収入

－支出＞が収益となる 

・自主事業の内容によ

り、大きく異なるな

め、複数パターンを想

定し、試算する。 
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２.維持管理費の試算 

 

（１）公園（屋外）の維持管理費 

  ※維持管理費＝植栽管理（草刈り、剪定等）、清掃・美化活動、遊具等の点検・修繕、 

         設備の運転・維持費（光熱費）等 

 

 ①算定式 

 ・算定は、以下により行う。 

  公園（屋外）の維持管理費 

＝対象面積（10000㎡）×データに基づく㎡単価 

 

②公園（屋外）の維持管理費に関するデータ等による㎡単価 

  国土交通省の調査報告書（令和3年度）を参考に、300 円／㎡と設定する。 

 

 ③公園（屋外）の維持管理費（概算）の算定 

  年間維持管理費＝10000㎡×300円／㎡＝300 万円／年 

 

■令和 3 年度 都市公園利用実態調査（国土交通省）のデータ 

 ※150 自治体を対象とした公園に関するアンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■上記の対象面積と年間維持管理費に基づく㎡単価 

  （算定対象：街区公園、近隣公園、地区公園） 

 

 

  

街区公園 近隣公園 地区公園

平均利用面積（ha) 0.302 1.620 3.877

年間維持管理費
（千円）

874.0 5,038.8 12,490.4

維持管理費㎡単価
（円／㎡）

289 311 322
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 （２）建築物の維持管理費 

 ※維持管理費は、以下のＡ，Ｂ，Ｃを想定。 

Ａ：人件費：日常管理・受付・清掃、状況報告等の業務委託費 

Ｂ：事務費：事務消耗品費、通信運搬費、事務雑費等 

  ※上記スタッフの活動に伴い発生する経費 

Ｃ：事業費：光熱費、事業消耗品費、保険料等 

 

 

 ①算定式 

 ・算定は、以下により行う。 

  

  ・建築物の維持管理費 

＝A（日常管理等の人件費）＋B（事務費）＋C（事業費） 

   ※A（人件費）は、想定により設定 

   ※B（事務費）及びC（事業費）は、 

対象面積（1000㎡）×事例データに基づく㎡単価から算定 

⇒㎡単価は、会津美里町町内の事例等を参考に設定 

 

②各費用の算定 

 〇Ａ（人件費／業務委託費） 

  ・体制：常駐社員1名＋支援アルバイト1名と想定 

  ・人件費（業務委託費）＝支払い給与＋会社経費（社会保険料等の負担金＋利益） 

  ・支払い給与＝＜正社員：400万円＞＋＜アルバイト：200万円＞＝600万円と想定 

  ・会社経費（負担金＋利益）＝給与の30％と想定＝200万円 

  ・A（人件費／業務委託費）＝600万円＋200万円＝800 万円／年 

 

 〇Ｂ（事務費）及び C（事業費） 

  ・会津美里町高田児童館・高田児童クラブ館の事務費＋事業費の 

㎡単価（7500 円／㎡）と同じと想定 

  ・Ｂ（事務費）及びC（事業費）＝1000㎡×7500円／㎡＝750 万円／年 

 

 

 ③建築物の維持管理費（概算）の算定 

  維持管理費＝人件費：800万円＋事務費・事業費：750万円＝1550 万円／年 
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■参考：会津美里町における類似施設での維持管理費 

（出典：会津美里町高田児童館・高田児童クラブ館指定管理者募集要項（Ｒ７年） 

 

 ①対象施設 

  ・会津美里町高田児童館：延べ床面積「195.84 ㎡ 

・高田児童クラブ館：延べ床面積「145.00 ㎡ 

            合計：340.84 ㎡ 

 ②維持管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③事務費＋事業費の㎡単価（令和 6年度分） 

  ・事務費（福利厚生費を除く）＋事業費の合計 

＝866,000円＋1,685,000円＝2,551,000円 

  ・㎡単価＝2,551,000円／340.84㎡＝7484.45円／㎡⇒7,500 円／㎡ 

  



5 

 

（３）（仮称）本郷パークの維持管理費のまとめ（試算） 

 

対象 金額 備考 

①公園（屋外） ３００万円 ・10,000 ㎡として試算 

②建築物 

人件費 ８００万円 ・1,000 ㎡として試算 

・常駐による日常管理を業

務委託すると想定 
事務費・事業費 ７５０万円 

小計 １, ５５０万円 

合計 １,８５０万円／年  
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３.運営費 

（１）運営パターンの設定 

・運営費は、維持管理費とは別途、（仮称）本郷パークの理念に基づく施設運営のために必要

な経費を見込む。具体的には、「賑わい」「コミュニティ」「子ども」をキーワードとした事

業を想定する。 

・その主体の裁量権と運営内容等によって大きく異なることから、ここでは、３つのパターン

を設定し、想定に基づき試算する。 

 

 事業内容 運営費 

Ａ 

業務委託 

パターン 

＜想定する事業＞ 

・管理等の負担の少ない自動販売機事業 

・子どもを対象としたプレイリーダー事業

（専門人材の配置） 

・基本的に収益事業は行わない。 

 （収益は、自販機のみ） 

・施設利用料は、対象により徴収するが、

大きな収益とは想定しない。 

＜事業主体＞ 

・業務委託として、子どもの見守り＋定期

的なイベント等のみを行う。受託者にて

プレイリーダー等を行う。 

※指プレイリーダー」については、町が地

域おこし協力隊を活用し、主体となり配

置することも考えられる。 

・施設の運営費（維持管理業務）は、

業務委託費として、人件費のみを想

定する。 

・プレイリーダーの人件費の金額は、

指地域おこし協力隊」制度の報償費

程度を想定する。 

・プレイリーダーのスタッフは、本施

設に常駐することを基本とし、受付

等の維持管理業務も一部担うと想定 

※地域おこし協力隊制度を活用する場

合は、町は、その分の経費を削減す

ことが可能 

Ｂ 

指定管理 

パターン 

（裁量：小） 

※Ａに加えて以下を想定する。 

・指定管理制度により、公共施設としての

サービスは確保しつつ、一定の自主事業

を行うことを想定する。 

・自主事業の収益に応じて、一定割合を町

に納付してもらう方法とする。 

⇒ここでは、納付率は 10％と想定する。 

・指定管理者者は、協定に基づき、施

設運営を行いが、その基本的な費用

は、Ａパターンの額が、行政から支

払われるものとする。 

・指定管理者は、自主事業を行い、そ

の収益の 10％を行政に納付し、9 割

を運営費に充てることが可能とす

る。 

 

Ｃ 

指定管理 

パターン 

（裁量：大） 

・Ｂ同様指定管理制度の活用 

・運営団体の裁量権を強め、さらに積極的

な収益事業を認める。 

・納付率は、20％と想定する。 

 

 

・指定管理者者は、Ｂパターン同様、

協定に基づき、施設運営を行うが、

基本的な費用は、Ａパターンの額

が、行政から支払われるものとす

る。 

・指定管理者は、自主事業を行い、そ

の収益の 20％を行政に納付し、8 割

を運営費に充てることが可能とす

る。 
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４.運営パターン別の運営費用の試算 

Ａ：業務委託パターン 

●概要・概念図 

 ・プレイリーダーのノウハウを持つ人材がいて、適正に業務を遂行できる事業者へ委託する。 

 ・プレイリーダーの人件費は、地域おこし協力隊の報償費（350 万円／年）程度と想定する。 

 ・また、同プレイリーダーは、維持管理業務の一部を担うものと想定し、維持管理業務費の 100

万円の費用は削減すると想定し、追加分は＋250 万円／年と想定する。 

 

 

 

 

 〇地域おこし協力隊の活用イメージ 

 ・会津美里町が、地域おこし協力隊制度を活用し、プレイリーダーとなる地域おこし協力隊の活

動場所として、受託事業者を指示することが考えられる。 

 ※事業者への業務委託費は、プレイリーダー業務を引いた額となる。 

 

 

 

 

 

 

●地域おこし協力隊制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「プレイリーダー」として活動する地域おこし協力隊の事例 

・新潟県小千谷市で

は、地域おこし協力

隊制度を活用して、

プレイリーダーが着

任し、活動してい

る。 

 

 

  

会津美里町 

＜受託事業者＞ 

 ・維持管理業務 

・プレイリーダー業務 

 ※プレイリーダーは、維持管理業

務の一部を担う 

業務委託 

会津美里町 

＜受託事業者＞ 

 ・維持管理業務 

 業務委託 
＜地域おこし協力隊＞ 

・プレイリーダー業務 

 ※プレイリーダーは、維持管

理業務の一部を担う 
地域おこし協力隊
の活動場所の指示 

Ｒ７年度は、350 万円 

 

 



8 

 

Ｂ：指定管理パターン（裁量：小） 

●概要・概念図 

 ・会津美里町と事業者間で指指定管理協定」を締結し、その協定の範囲内で、一定の自主事業

（収益事業）を行うことができるものとする。 

 ・協定の内容は、最低限、前項のＡの業務内容（維持管理業務、プレイリーダー業務）は含むも

のとする。 

 〇収益事業の想定 

 ・自動販売機事業 

 ・カフェ事業（休憩・交流スペースの活用） 

 ・ワークショップルーム（会議室）の貸出 

 ・イベント事業（原っぱエリア／大屋根空間／多目的スペース等の活用） 

   ⇒マルシェイベント／フリーマーケットイベント／スポーツイベント等 

 ※本郷パーク全体を貸出し、個人から入場料を徴収する集客イベントは認めない。 

 

 

 

 

 

 

 ※地域おこし協力隊は、その制度を利用する場合 

 

■自主事業による収益の想定 

自主事業（想定） 試算 備考 

自動販売機事業 

（清涼飲料水） 

・想定販売単価：150 円／本 

・想定販売数量：20 本／日 

・想定利益率：15％ 

〇想定収益：15 万円／年 

 

カフェ事業 ・想定客単価：400 円／人 

・想定客数：20 人／日 

・利益率：20％ 

〇想定収益：60 万円／年 

・基本的にセルフサービ

スとし、施設管理スタ

ッフが兼任 

貸しスペース事業 ・想定貸出料金：1000 円／1h 

・想定利用率：平均 1h／日⇒30ｈ／月 

〇想定収益：35 万円／年 

・利用率は、有料での利

用率であり、無料での

利用は算定の対象外 

イベント事

業（想定） 

マルシェ等 ・想定開催回数：6回／年 

・想定出店者数：30 店／回 

・出店料：3000 円／店・回 

・経費（公告、保険、ガードマン等）：30％想定 

〇想定収益：40 万円／年 

・マルシェ、軽トラ市、

ファーマーズマーケッ

ト、小規模なせと市 

等 

フリーマーケ

ット 

・想定開催回数：4回／年 

・想定出店者数：30 組／回 

・出店料：1000 円／組・回 

・経費（公告、保険、等）：20％想定 

〇想定収益：10 万円／年 

 

スポーツ広場

の貸切 

・想定開催回数：10 回／年 

・利用料：13000 円／回 

〇想定収益：13 万円／年 

※スポーツ広場のみの貸

切貸出を想定 

合計 計：173 万円／年 

⇒想定年間収益：170 万円／年 

※補助金等は見込ん

でいない。 

会津美里町 

＜指定管理事業者＞ 

 〇必須業務 

 ・維持管理業務 

・プレイリーダー業務（地域おこし協力隊） 

〇自主事業（収益事業） 

・自動販売機事業 

・カフェ事業 

・イベント事業 

  マルシェ／フリマ／スポーツイベント等 

指定管理協定 

地域おこし協力隊
の活動場所の指示 
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■参考 スポーツ広場の貸切（独占利用）の費用の事例（会津若松市） 

 

・会津若松市では、3×3バスケットボールコートの独占利用について、以下の通り、＜15 円／㎡＞

の料金を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※（仮称）本郷パークのスポーツ広場の面積：800 ㎡ 

  ⇒800 ㎡×15 円／㎡×1.1（消費税）＝12000 円/日×1.1＝13000 円／日 
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Ｃ：指定管理パターン（裁量：大） 

●概要・概念図 

 ・Ｂパターン同様、会津美里町と事業者間で指指定管理協定」を締結し、その協定の範囲内で、

一定の自主事業（収益事業）を行うことができるものとする。 

 ・ただし、Ｂパターンより、指定管理者の裁量権を大きくし、他の一般利用者の利用者の利用を

制限するようなイベント等を認めることを想定する。 

 〇収益事業の想定 

＜民間企業の営利のための施設貸出事業＞ 

 ・屋外：民間企業の広告・展示イベント（アウトドアメーカー等） 等 

 ・屋内：民間企業の説明会や販売会 等 

＜入場料・参加料を徴収する集客イベント事業＞ 

 ・屋外：サッカー等の子どもスポーツ教室 等 

・屋内：ミニコンサート、講演会 等 

 

 

 

 

 

 

 ※地域おこし協力隊は、その制度を利用する場合 

 

 

 

■自主事業による収益の想定 

自主事業（想定） 試算 備考 

Ｂパターンに同じ 想定年間収益：170 万円／年  

（追加事業）   

民間企

業の営

利事業 

屋外：民間企業の

広告・展示イベン

ト 等 

・想定貸出単価：5万円／回・日 

・想定貸出回数：5回・日／年 

・想定利益率：100％ 

〇想定収益：25 万円／年 

※ガードマン等は、当該

事業者が配置と想定 

屋内：民間企業の

説明会や販売会 

等 

・想定貸出単価：2万円／回・日 

・想定貸出回数：5回・日／年 

・想定利益率：100％ 

〇想定収益：10 万円／年 

※ガードマン等は、当該

事業者が配置と想定 

参加料

を徴収

する集

客事業 

屋外：サッカー等

の子どもスポーツ

教室 等 

・想定参加料：2000 円／人 

・想定参加者数：50 人／回 

・想定講師謝金：5万円／回 

・想定開催回数：5回／年 

〇想定収益：25 万円／年 

 

屋内：ミニコンサ

ート、講演会 等 

・想定参加料：1000 円／人 

・想定参加者数：100 人／回 

・想定講師謝金：5万円／回 

・想定開催回数：5回／年 

〇想定収益：25 万円／年 

 

合計 計：255 万円／年 

⇒想定年間収益：250 万円／年 

※補助金等は見込ん

でいない。 

  

会津美里町 

＜指定管理事業者＞ 

 〇必須業務 

 ・維持管理業務 

・プレイリーダー業務（地域おこし協力隊） 

〇自主事業（収益事業） 

※Ｂパターンに追加 

＜Ａ：民間企業の営利のための貸出事業＞ 

 ・屋外：民間企業の展示イベント等 

 ・屋内：民間企業の説明会や販売会 等 

＜Ｂ：入場料・参加料を徴収する集客イベント＞ 

 ・屋外：サッカー等の子どもスポーツ教室 等 

・屋内：ミニコンサート、講演会 等 

指定管理協定 

地域おこし協力隊
の活動場所の指示 
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■パターン別の管理運営費及び事業者収益 

ケース 

 
管理運営費 

（行政経費） 

（A+B） 

指定管理者 

収益 

（自主事業の

運営費） 

備考 A 

維持管理費 

B 

運営費 

Ａ 

業務委託 

（共通） 

1850 

（万円／年） 

250 

（万円／年） 

2100 

（万円／年） 

 

－ 

 

 

・地域おこし協力

隊制度を活用す

ることも考えら

れる。 

 

 

 

 

Ｂ 

指定管理 

（裁量小） 

（共通） 

1850 

（万円／年） 

233 

（万円／年） 

※250-17 万円 

2083 

（万円／年） 

 

153 
（万円／年） 

 

※指定管理者の粗

利は 170 万円と

想定 

・行政経費として

10％（17万

円）を負担 

※指定管理者の実

収益は、自らの

企画料等の人件

費や設備購入費

に充てることが

可能 

Ｃ 

指定管理 

（裁量大） 

（共通） 

1850 

（万円／年） 

200 

（万円／年） 

※250-50 万円 

2050 

（万円／年） 

 

200 
（万円／年） 

 

※指定管理者の粗

利は 250 万円と

想定 

・行政経費として

20％（50万

円）を負担 

※指定管理者の実

収益は、自らの

企画料等の人件

費や設備購入費

に充てることが

可能 

 


